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大曽根小学校いじめ防止基本方針 
 

             策定日：平成２６年３月１０日 
令和６年９月５日改定 

                                       令和８年 2 月改定 
１ いじめ防止に向けた学校の考え方 
（１） いじめの定義 
 ・法で定められた定義であり、国と同一とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） いじめ防止等に向けての基本理念 

全ての子どもは、かけがえのない存在であり、社会の宝である。子どもが健やかに成長していくこ

とは、いつの時代も社会全体の願いであり、豊かな未来の実現に向けて最も大切なことである。 

 子どもは、人と人との関わり合いの中で、自己の特性や可能性を認識し、また、他者の長所などを

発見する。互いを認め合い、だれもが安心して生活できる場であれば、子どもは温かい人間関係の中

で自己実現を目指して伸び伸びと生活できる。しかし、ひとたび子どもの生活の場に他者を排除する

ような雰囲気が形成されれば、その場は子どもの居場所としての機能を失い、いじめを発生させる要

因ともなりかねない。子どもにとって、いじめはその健やかな成長への阻害要因となるだけでなく、

将来に向けた希望を失わせるなど、深刻な影響を与えるものとの認識に立つ必要がある。 

 

（３） いじめを防止するための基本的な方向性 

 本校は、学校教育目標「『まち』とともに歩み ともに学び 自立する子ども」のもと、子どもの心

に寄り添い、「だれもが」「安心して」「豊かに」過ごせる学校を目指している。 

 また、子ども・子育てについての基本理念を上記のように定め、横浜市の責務や、市民、事業者及

び育ち学ぶ施設の関係者の役割を明らかにするとともに、子ども・子育てに関する施策の基本事項を

定めた、2025 年（令和 7 年）4 月施行の「横浜こども・子育て基本条例」を踏まえ、全ての子どもが

伸び伸びと成長し、その個性と能力を十分に発揮できる環境を整えられるよう、いじめ防止、いじめ

の早期発見及びいじめの対処に学校全体で取り組んでいくための基本となる方向性について示す。 

  （ア）児童自身が自分を大切にする心を育む必要があること。 

  （イ）児童が多様な他者と関わり、豊かな経験を積むことを通して、自他理解を促し、多様性の受容や 

共感的な関わり方ができる心を育む必要があること。 

  （ウ）教職員は、児童の心に寄り添い、適切な支援ができる力を向上させ、児童との対話の機会の確保、 

居場所づくり等、必要な取組を行う必要があること。 

（エ）児童は、主体的に考え、自ら課題を解決できる能力を身に付け、安心して豊かに生活できる学校や

集団を築く推進者であることを自覚し、いじめを「しない」「させない」「見逃さない」安心できる

社会をつくること。 

法第２条にあるように「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している

等当該児童等と一定の人間関係にある他の児童が行う心理的または物理的な影響を与える行為（インター

ネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じて

いるもの」をいう。            ＜「いじめ防止対策推進法」第 1 章／第 2 条（定義）＞ 
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この内容をもとに児童が主体となって学校全体の児童の意見を取り入れ、大曽根小学校いじめ防止基本方針の

児童版を策定した。 

 

 

 

 

 

２ 組織の設置及び組織的な取り組み 

（１） 組織の構成 

 学校いじめ防止対策委員会の責任者は校長とし、児童支援専任教諭を中心とした各学年１、２名選

出されたメンバーで構成された「心の教育推進委員会（児童指導委員会）」を設置するとともに、児童

支援専任、教務主任、学年主任、SC、SSW 等で構成する「学校いじめ防止対策委員会」を設置する。

SC や SSW 等が会議に参加できない場合において、必要に応じて、いじめの認知の視点や、いじめを

受けた児童生徒の回復状況の確認や支援について助言を求めることができる。事案によっては、区役

所や児童相談所等と連携を図り、多面的な視点から支援を実施する。また、いじめと疑われる事案が

発覚した場合は、学校いじめ防止対策委員会の構成員に加え、管理職、学年主任、関係職員、養護教

諭を加えた「学校いじめ防止対策特別委員会」を直ちに設置する。さらに、いじめ重大事態が発生し

た場合には、必要に応じて教育委員会とも連携を図り、心理や福祉等の専門家を加え、事態解決に当

たる。 

 

（２） 組織の役割 

いじめ防止に関する実効的な取り組みを進めるため、日常的に次のことがらに取り組む。 

① いじめを許さない雰囲気作りのための各種調査の実施、具体的な指導内容の提示など日常からいじめ

の未然防止に関わる具体的な手立てについて、研修等を通して職員全体で共有する。 

② 重大事態の報告があった場合には、すみやかに実態を把握し、重大事態であるかどうかを判断すると

ともに、いじめの原因となった事実の解明に努める。 

③ 重大事態が発生した場合には、校長が組織の中核となって組織で対応し、適切で敏速な対応を行う。 

④ いじめが認知された場合、初期対応だけではなく、事後の経過を含め学校いじめ防止対策委員会を中

心に丁寧な指導、見守りを行う。 

 

（３） 委員会の運営 

「学校いじめ防止対策委員会」は、年間を通して、第一週は「企画会」、第二週は「心の教育推進委

員会」、第三週は「職員会議」の前後に定期的に行う。また、いじめと疑われる事案が発覚した場合は、

直ちに「学校いじめ防止対策特別委員会」を設置する。 

校長は、学校として組織的に対応方針を決定するとともに、会議録を作成・保管し、進捗の管理を

行う。 
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〇組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年間計画  

 

 

 
 
 

 
（４） 年間計画  児童指導の年間計画＜いじめ防止年間計画＞ 

１ 学校としての取り組み 

時期 対 策 内 容 目 的 

常時 実態把握 ・児童からの相談、「すぐーる」や「L-Gate」

等の健康観察から情報を得ること 

・職員会議、学年研、打ち合わせでの 

情報交換 

・いじめを未然に防ぐための実態把握を深める。

前期

前半 

未然防止 ・特別支援教育研修会 

・学級づくり 

・たてわり活動前の児童理解研修 

・子ども会議 

・いじめ防止一斉アンケートの実施 

・支援の必要な児童についての理解を深める。 

・いじめを許さない雰囲気の醸成 

・支援の必要な児童についての理解 

・いじめの把握 

前期

後半 

早期発見 ・いじめ解決に向けての指導 

・夏休みの校内研修 

・夏休み明けの校内研修 

・Y―P アセスメントの実施 

・学級の雰囲気の把握 

・いじめ発見についての研修 

・いじめ解決に向けての研修 

・いじめ対策についての取り組み 

 

 

 

 

                                      

                                      

 

 

 

                                      

加害児童（保護者） 

被害児童（保護者） 

校内 

 

 

 

 

 

 

管理職 

児童支援専任教諭 

＜心の教育＞ 

＜学校いじめ防止対策委員会＞ 
養護教諭 

学年職員 

学級担任 

校内関係職員 

相談・支援等 

指導・相談 

支援・相談 

報告・連絡・相談・支援 

 

外部 学校カウンセラー（SC）SSW 

スクールサポーター 児童員等 
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後期

前半 

解決 ・Y―P アセスメントの分析 

 

・いじめ防止一斉アンケートの実施 

・人権週間の取組 

・横浜市いじめ防止啓発月間の取組 

・いじめを許さない学級体勢の見直し 

・児童の支援方法の確認 

・いじめの把握 

・人権意識の高揚 

後期 

後半 

事後指導 ・いじめ解決に向けての指導 ・いじめ解決に向けての取り組み 

・学年づくり、学級づくり、仲間づくり 

 

２ 地域や家庭との連携 

時期 方 法 目 的 

前期

前半 

・学年・学級懇談会 

・学校運営協議会 

・PTA 総会 

・学校説明会 

・学校として「いじめは許さない」という姿勢を伝えるとともに、「いじめた

ものが悪い」という基本的な考えを示す。 

・学校としての取り組みを PTA や地域の方々に説明し、理解と協力を求める。

前期 

後半 

・学校便り 

 

・いじめが犯罪であることやいじめの解決のために学校が取り組む具体的な 

方法を示す。 

後期 

前半 

・学校評価アンケート 

・人権週間 

・いじめ基本方針の見直し 

・いじめ基本方針の見直し⇒児童版「おおそねを守る５ルール」を見直す 

後期

後半 

・学年・学級懇談会 

・学校運営協議会 

・PTA 総会 

・学校報告会 

・いじめ基本方針の見直し 

・いじめ対策についての今年度の成果や来年度に向けての課題を説明し、保

護者や地域の方々に評価をいただき、学校としての取り組みを再検討す

る。 

 

３ いじめ防止及び早期発見のための取り組み 

（１） いじめ未然防止への取り組み 

① いじめの早期発見やいじめを未然に防ぐ雰囲気作りのため、Y-P アセスメントを活用した指導を取り

入れ、積極的ないじめ防止対策に取り組む。 

② 人権週間等を活用し、年間を通して人権に関する基本的な考え方を共有することにより、相手を尊重

する態度の育成に努める。 

（２） いじめの早期発見 

日々の「すぐーる」や「L-Gate」等から情報を得ることや、年に２回（５月・１２月）のアンケー

ト調査、また夏休み明けには全員に面談を行うとともに、定期的に行う「学校いじめ防止対策委員会」

で情報共有を行うなど、日常より児童の言動に気を配り、いじめの早期発見に努める。 
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（３） いじめに対する措置 

① いじめ（「疑い」を含む。）を察知した場合は、情報の迅速な共有、関係児童に対するアンケート調査

や聞き取り調査等により事実関係の把握をし、いじめであるか否かの判断を行う。 

② いじめに対しては、その理由の如何を問わず「いじめた者が悪い」という毅然とした態度で指導にあ

たる。また、保護者とも連携をとりながら事態の改善に努めていく。 

③ いじめの実態を把握し、その背景にある人間関係など、原因究明に努めるとともに、いじめに関係し

た児童や集団に必要な指導体制や対応方針の決定を組織的に行う。またそれに係る情報を記録として

残し、全職員で共有する。 

④ いじめの行為が少なくとも３か月（目安）止んでいること、被害児童が心身の苦痛を感じていないと

いう２つの条件を満たしている場合、いじめが「解消している」と認める。 

 

（４） 研修 

① 支援の必要な児童に対しては、学級担任を中心とした支援体制を強化するため、年度はじめに情報共

有を行い、前年度の引継ぎ並びに全職員での共通理解に努める。 

② いじめ防止への取り組みに生かすため、Y-P アセスメントの効果的な活用を図るべく、研修を行う。 

③ 保護者との個別面談の前には、事例検討会などを行い、いじめ問題の解決法や継続的な観察結果など、

いじめ問題の全容について全職員で理解を深められるようにする。 

 

（５） いじめ防止対策の点検・見直し 

① 学校での取り組みについて説明する機会として、学校ホームページや学校だより、学校説明会、入学

説明会、学校報告会、PTA 総会、学校運営協議会、地区懇談会などの機会を活用し、保護者や地域の

方々の理解を深めるとともに、その評価をいただく。 

② 学校は、いじめに対応する組織体制や対応の流れについて、少なくとも年１回点検を行い、必要に応

じて組織や取組等の見直しを行う（ＰＤＣＡサイクル）。必要がある場合は、横浜市いじめ防止基本

方針を含めて見直しを検討し、措置を講じる。 

 

４ 重大事態への対処 

（１） 重大事態の報告 

   重大事態と見られる事案が発生した場合には、職員はすみやかに校長および児童支援専任教諭に連絡す

るとともに、校長は学校いじめ防止対策委員会を招集し、その内容について教育委員会へ報告する。 

（２） 重大事態の調査 

   いじめ防止対策委員会は、関係する児童生徒から事情を聞き、その実態把握に努める。加害児童につい

ては、個別に指導をする。 

（３） 被・加害児童生徒保護者への報告 

   調査の結果、いじめがあったと判断される場合には、学校いじめ防止対策委員会は、知り得た情報につ

いて、ただちに被・加害児童生徒の保護者に報告するとともに、その後の対応について協力を依頼する。 

   また、指導後もその指導内容やそれ以降の対策について保護者へ連絡し、家庭での指導について協力を

依頼する。 
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（４） 外部への連絡 

   調査の結果、重大事態であると判断した場合は、その時点で明らかになった事実関係について、校長は

すみやかに教育委員会へ報告する。また、把握したいじめの事実に犯罪行為があった場合は、関係機関へ

連絡、相談し、その後の対応について連携できるようにする。 

 

５ 相談窓口 

横浜市立大曽根小学校 045-542-1785 
スク―ルカウンセラー 学校で予約をとることができます。 

区の窓口でも問い合わせ可能です。 

横浜市教育総合相談センター（一般教育相談） 045-671-3726 
いじめ１１０番（２４時間対応） 0120-671-388 
横浜市青少年相談センター 045-260-6615 
電話児童相談室 045-260-4152 
横浜いのちの電話（２４時間対応） 045-335-4343 
子どもの人権１１０番 0120-007-110 
かながわ子ども・若者総合相談センター 045-242-8201 
学校生活あんしんダイヤル 045-624-9081 火～金 9:00～17:00  
教育総合相談センター  045-624-9414 月～金 9:00～17:00 
24 時間子ども SOS ダイヤル    0120-078310 
虐待ホットライン（NPO 法人 児童虐待防止協会） 06-6646-0088 
港北警察署生活安全課 045-546-0110 
横浜市北部児童相談所 045-948-2441 
港北区役所こども家庭支援課 045-540-2319 

 


